
龍谷大学・国際学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４３１６

基盤研究(C)（一般）

2019～2017

東日本大震災被災地の復興活動にみる社会・連帯経済の可能性と持続可能な開発

Possibilities of Social and Solidary Economy and Sustainable Development in 
Rebuiding Disaster-Affected Areas of the Great East Japan Earthquake

１０２８８６５７研究者番号：

斎藤　文彦（Saito, Fumihiko）

研究期間：

１７Ｋ００７０４

年 月 日現在  ２   ６ ２５

円     3,700,000

研究成果の概要（和文）：資本主義経済の限界が次第に明確になりつつあるなかで、資本主義経済を補完する1
つの重要な候補として社会・連帯経済があげられる。日本ではまだ馴染みがない考え方であるが、世界的には次
第に定着しつつある。日本でも東日本大震災以降、復興過程においてさまざまな取り組みがなされてきた。とり
わけ第一次産業従事者による、それまでなかった各種の新しい取り組みの中に、社会・連帯経済の萌芽が見られ
る。本研究では、東北食べる通信をはじめとする復興プロジェクトが、生産者と消費者をこれまでにはない形で
結びつけ、その結果相互理解が進み、さらには経済全体が困難に直面したときにそれを克服する能力を高めつつ
あることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：As limitations of capitalism have become more apparent recently, social and 
solidarity economy (SSE) has receiving increasing attention as a possible candidate to complement 
modern capitalism. While SSE is hardly known in Japan, it has become popular in the world. In Japan 
since the Great East Japan Earthquake in 2011, tireless rehabilitation and rebuilding efforts have 
been unfolding. Among the various initiatives, particularly by those who are engaged in primary 
industries, some seeds of SSE have emerged. One interesting example is Tohoku Food Communication. 
This initiative connects producers and consumers more effectively now than the pre-Earthquake era. 
The mutual understanding between different stakeholders has been enhanced, which contributes to the 
overall resilence of the economy as a whole.

研究分野： 持続可能発展
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研究成果の学術的意義や社会的意義
近年明確になりつつある資本主義経済の限界を乗り越えるために、社会・連帯経済への注目はますます高まりつ
つある。日本では研究者の間においても、この用語はほどんど知られていないが、世界的にはとりわけヨーロッ
パやラテンアメリカにおいて定着しつつある。日本では、東日本大震災以降の復興過程からさいくつかの新しい
社会連帯経済の萌芽が見られる。今後このような動きが定着するためには、経済的繁栄をどう考えるのか、また
政策的支援をどう実施するのかについての社会全体での大きな議論が必要である。そのために、日本の社会連帯
経済の現状を把握し、今後の可能性を幅広く検討したことは、将来の私たちの幸せを問い直すことにも繋がる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）2015 年に持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals, SDGs）が採択さ
れ、地球規模において持続可能な開発（SD）の実現が急務となっている。とりわけ SD を支え
る経済のあり方は重要課題である。資本主義がさまざまな危機に直面している今日、その仕組
みのみ依存しないより強靱かつ安定した経済システムの構成が鍵となる。このような多元的経
済論は支持を広げつつあり、本研究では、多元的経済を構成する候補として社会・連帯経済
（Social and Solidarity Economy, SSE）に着目する。 
 
（２）本研究では、生産者と消費者が互いに顔の見えない関係として分断される市場経済とは
異なり、互いの交流により商品の生産・消費を通じて絆を深め、お互いがそれぞれのコミュニ
ティーにおける問題解決能力を高め、各種の商業的行為が公共性を持つに至る経済を SSE と定
義する。 
 
（３）SSE については、日本ではまだ馴染みがない。しかし他方で、日本ではとりわけ 2011 
年の東日本大震災以降、被災地の復興活動のなかから SSE の萌芽と考えられる事例が幾つも
現れ始めた。SSE が復興過程において着目されているのは、単なる収入向上を超えて地域の課
題解決力を高める効果があると想定されるからである。 
 
２．研究の目的 
21 世紀の世界は持続可能な開発を実現する必要に迫られている。そのような中で、2011 年に
は多大な犠牲を伴う東日本大震災が発生した。本研究は、現在被災地において展開する各種の
取り組みが、生産者と消費者が互恵性を軸につながる SSE として展開し、それによって経済シ
ステムが資本主義のみに依存しない多元的な経済へと成熟していく可能性について探究する。
被災地において今芽がでつつある各種の事業が、これまでの先進諸国ならびに発展途上諸国に
おける経験知からみて、大量生産・大量消費・大量廃棄型経済を乗り越える潜在力を秘めてい
るのか、そのような可能性が持続可能な開発を我が国にもたらすのかについて批判的に検討す
る。これらの研究目的を達成することで、東北復興が持つ意味を世界に対して明らかにする。 
 
３．研究の方法 
本研究は被災地東北での諸活動が、SSE として成熟することにより、持続可能な開発の実現に
どの程度寄与するかを研究する。この目的達成のために、研究メンバーによる先進諸国と発展
途上諸国でのこれまでの蓄積を生かしつつ、3年度にわたって理論研究ならびに実地調査を実
施する。まずは、海外の学術大会への参加などを通じて内外の最新の研究動向を把握し、分野
横断的 SSE の概念の明確化をはかる。それを元に、農産物、ハンディクラフト、再生可能エネ
ルギーという 3つの分野における東北での復興活動の最新動向をふまえ、3分野ごとに SSE の
視点から分析していく。そして、順次成果をホームページなどを通じて公表し、東北の復興過
程に役立つ情報を提供する。最終年度には学会の研究大会に参加し、成果発表を行う。 
 
４．研究成果 
（１）現代世界は、経済・社会・環境の複合危機に直面している。資本主義経済は物質的豊か
さを持たらしたが、格差の拡大や社会分断を招いている。そのような経済を支える人を社会が
支えきれなくなっている。また、大量生産・大量消費・大量廃棄の結果、地球温暖化に見られ
るように環境問題はますます深刻化している。このように、一連の問題は相互に関連し、シス
テミックな危機となっており、現代の世界はもはや持続不可能である。 
 
（２）グローバル化する経済は、一端危機が発生すると地球全体が悪影響に包まれる。今日で
は資本主義経済の限界や病理について多くの識者が認識しはじめている。このような限界につ
いては、資本主義が内包する 3つの矛盾によって、より明快に説明しうる。第１に、資本主義
経済は、地球（自然）の限界を無視し、経済成長が永遠に続きうるかのような幻想を頂いてい
る。第２に、労働者も生身の人間であるが、労働者やその家族を支える諸課題を無視してき
た。第 3 に、市場が機能するためには、公共性（政治権力）が不可欠であるが、市場があたか
もそれ自体で万能であるかのような錯覚に陥り続けてきた（Fraser and Jaeggi 2018）。 
 
（３）このような一連の矛盾にいち早く気付き、鋭い考察をなしたのがカール・ポランニー
（1886 - 1964）である。フレッド・ブロックが 2019 年の Global Dialugue 誌において評した
ように、「市場の自己調整機能を重視してきた原理主義者たちの権力性とあやうさについて考え
ると、過去 40年間のあいだに、ポランニーの評価は間違った予言者から最も評価される科学的
分析者へと変貌した」とされる。 
 
（４）ポランニーは経済を社会に埋め込み直すことの必要性を痛感していた。今日でいう SSE
の重要性にいち早く気付いていたのである。では、21世紀の文脈において、SSE はどのように
して、資本主義経済の矛盾を克服することが出来るのであろうか。SSE といっても、源流や定
義はいろいろあり、その担い手も協同組合や社会起業（ソーシャル・ビジネス）など多様なも



のが含まれる。しかし、SSE をめぐってはある程度の共通認識ができつつある。資本主義経済
の第１の矛盾である地球環境の限界の無視については、SSE は大変示唆的である。SSE では、よ
り多くの消費財の生産や消費が人びとの満足をもたらすとは考えないからである。つまり、経
済成長をともなわない幸福の実現を重視することが目指される。第２の矛盾である労働者やそ
の家族のケアについても、資本主義と SSE は対極をなす。後者では人と人との絆を重視し、ケ
アのための必須な行為や活動がたとえ無償であるからといって軽視されることはない。異なっ
た立場の人びとのあいだでの連帯の創出は、資本主義経済が無視してきた第３の公共性につい
ても、より積極的に働きかける。すなわち、SSE は例えばソーシャルビジネスとった生産の担
い手がその運営方式を民主的にすることだけではなく、資本主義が無視してきた自然、貨幣経
済の外にある経済社会活動、また政治（政府）との関係性そのものが民主的であることを求め
る。資本や生産手段の私有制よりも、経済の公共性・社会性を重視する考え方であると言える
（Ridley-Duff, Rory and Mike Bull 2019, p51）。 
 

図１ 資本主義経済と社会・連帯経済 
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（５）ヨーロッパにおいては、例えばイタリアに典型的に表れているように、社会的協同組合
の活動が長年にわたり盛んである。身体障害者などの社会的弱者に雇用の場を提供しようとし
たことなどが起源となり、今日では多様な協同組合が活動している。他方、ラテンアメリカに
おいては、農山村の人びとなどが生計向上のために生産協同組合を結成し、なんとか収入を得
ようとしてきた取り組みの積み重ねがある。両者の成り立ちは異なるが、しかし通常では市場
への参入機会に恵まれない人びとが、雇用の場を確保し、生活を成り立たせるという意味では
共通していることは重要である。すなわち、海外の SSE は社会的排除を包摂へと転換する意図
が込められている。そこで想定される経済とは、利益のみではなく、社会の中に居場所を確保
するといったより公共的に重要な意味あいも含まれる。 
 
（６）2011 年の東日本大震災は、東北地方に甚大な被害をもたらした。震災以前から顕著にな
りつつあった農山村社会の諸課題は、震災によってより深刻化の度合いを一気に増した。とり
わけ第一次産業に関わる諸問題は、震災によって一層深刻化した。今や東北被災地を含めて中
山間地域の再生なしには日本の将来像を語ることさえ難しくなっている。 
 福島では震災以前から有機農業が盛んであったが、「安全・安心」をとなえて有機野菜などを
以前は買っていた消費者ほど、福島の原発事故後は、放射能の影響を恐れて福島産の農産物を
買わなくなった。これは、生産者と消費者との間にリスクコミュニケーションを成り立たせる
基盤がなかったことを意味する。震災から 9年が経過し、一見すると、福島農業は生産を回復
させつつあるようにも見える。しかし、実はその影に隠れて、震災の記憶の風化により福島農
業は深刻な局面に直面しつつある。そのようななかで、被災地では震災直後からこれまでにさ
まざまな取り組みがなされてきた。特に、震災以前から有機農業の拠点であった二本松市で
は、都会の消費者との地道な交流を重ね、以前とは異なった産直運動を志向している。 
岩手県花巻市に事務所をもつ東北食べる通信も、震災後に高橋博之が 2013 年 7月に第 1号を

発行した、冊子と食材の宅配サービスである。食べる通信は中山間地域の生産者と都市の消費
者を結びつけることを目指している。食べる通信の購読者は、生産現場での諸活動に参加し、
第一次産業の苦労や悩みが理解できる。また生産者は消費者との交流を通じて、現代の流通や
消費にかかわる懸念を知ることができる。このようなやり取りを通じて、震災以前には見られ
なかった、生産者と消費者の相互理解が進みつつある。そして被災地東北で始まった食べる通



信は、今は日本全国に、さらに海を越えて台湾にも広がりつつある。まさに、食べる通信が掲
げる「世なおしは、食なおし」が少しずつではあるが進展しつつある。とりわけ福島農業の複
雑な状況を鑑みると、現在の復興は本来の震災復興のあるべき姿からは遠くかけ離れているこ
とが分かる。そうであるからこそ、経済的利益のみを考慮するのではない、SSE の視点から食
べる通信をはじめとする地道な産直交流の意義は大変大きい。 
 
（７）被災地の経済再生において、岩手県大槌町の復興刺し子プロジェクトや、宮城県気仙沼
市の気仙沼ニッティングなど、ハンディクラフトを生産・販売するものも少なくない。しかし
ながら、通常の市場取引のように、価格によってこれらの商品の価値を見極めようとすると、
その本質を見誤ることになる。命の営みと直結する第一次産業とは異なるが、ハンディクラフ
トの生産・販売においても、商品の価値についての共通の理解が生産者と消費者の間に成り立
たなければ、類似品との競合において単に１つの製品にすぎなくなってしまう。その意味で、
SSE の背後には、立場を越えて共有できる価値観の醸成が不可欠である。そのような共感のポ
イントは、既存の製品の効率性や価格ではない、人間らしさにかかっている。震災から時間が
経過するにともない、被災地への関わり方が人びとの心の中で変化してきている。そのため、
これまでは被災者への救済の意味から東北の物品を購入していた都市の消費者も、購入を次第
にしなくなる傾向も見える。今後は、既存の大量生産品にみられない人間らしい価値観をこれ
までのように東北産の商品が伝えられるかが、SSE が定着するかどうかの鍵を握るであろう。 
 
（８）再生可能エネルギーは、とりわけ福島原子力所の事故以降注目されるようになった。福
島県は 2040 年までに県内の電力供給を 100％再生可能エネルギーで行うことを目指している。
そのため、震災後からさまざまな取り組みが始まったが、現状は玉石混交である。県は、市民
交流型再生可能エネルギーの導入も目指し、例えば 2013 年に設立された会津電力は寒冷地にお
ける太陽光発電として着目されている。このような事例が県下に 14あり、エネルギーの地産地
消を実現し始めている。また、1例として宮城県南三陸町はバイオマス産業都市構想を掲げ、
小規模ではあるが 2015 年から南三陸 BIO を運転し始めた。その一方で、経済産業省が音頭を取
る福島洋上風力コンソーシアムは、その対極に位置する。この巨大プロジェクトは国や大手商
社などが結集して洋上風力発電の実現を図るものであるが、地元との調整が十分なされている
とも言えず、またこのプロジェクトの便益がどう福島に還元されるのかも定かではない。再生
可能エネルギーの重要性は単に自然エネルギーを活用することだけではなく、それぞれの地域
で利用可能なエネルギーの地産地消を促し、それによって中央集権的なエネルギーシステムか
ら地方分散的な仕組みへと移行し、究極的には社会全体の脆弱性を減らすことにある。それゆ
え、一部ではやや本末転倒とも取られかねない外部資本によるプロジェクトも見うけられる。 
 
（９）日本では社会・連帯経済（SSE）という考え方は馴染みが薄いが、東日本大震災以降さま
ざまな取り組みがなされてきたことを見てきた。また、食と農、ハンディクラフト、再生可能
エネルギーそれぞれに特徴もあることがわかった。震災によって社会に居場所を失った人びと
が、さまざまな取り組みを通じて生きる場所を見いだそうとしてきた取り組みは、ヨーロッパ
やラテンアメリカでの経験に重なる。市場の自律的活動だけでは報われない人びとが、旧来型
の発想から抜け出せない政府支援に頼らず、必死の思いで活路を見いだそうとしてきたこと
が、その後多くの関係者の共感を呼ぶようになっていった経緯は、海外で SSE が定着していっ
た経緯と似かよっている。その過程において萌芽的 SSE 活動が、生産者と消費者といった異な
った立場の人びとを結びつけ、それによって社会の問題解決能力の向上に寄与するものである
ことは大変有意義であり、被災地での実践は実は理論に先行していることがよく分かる。しか
しながら、今後日本において SSE が定着するためには、課題も少なくない。なによりも、震災
という危機からの時間がたつについて、資本主義を補完する新たな経済システムへの関心が減
少すると考えられるからである。それゆえ、今後とも効率性や価格重視で経済を考えるのか、
人と人との絆によって、幸せや生きがいを考えるのか、より大きな議論が必要になることは明
白である。今日の私たちの選択が将来の社会の生存や繁栄に大きな影響を及ぼすのである。 
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